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守ろう！日本の宝「憲法九条」

自
民
党
と
公
明
党
は
、
32
・
11
％
の
法
人
実
効
税

率
を
16
年
度
に
29
・
97
％
、
18
年
度
に
29
・
74
％
と

２
段
階
で
引
き
下
げ
る
こ
と
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
16

年
度
「
税
制
改
正
大
綱
」
を
昨
年
末
に
了
承
し
ま
し

た
。
法
人
実
効
税
率
は
企
業
の
所
得
に
か
か
る
税
な

の
で
、
黒
字
の
大
企
業
ほ
ど
恩
恵
を
受
け
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。

国
民
に
消
費
税
増
税
を
押
し
付
け
な
が

ら
、
内
部
留
保
を
増
や
し
続
け
る
大
企
業

に
は
格
別
の
減
税
を
行
う
安
倍
自
公
政
権

の
国
民
犠
牲
の
姿
勢
が
表
れ
て
い
ま
す
。

安
倍
内
閣
は
、
来
年
度
予
算

案
を
昨
年
末
に
閣
議
決
定
し
ま

し
た
。

一
般
会
計
の
総
額
は
、
過
去

最
大
の
96
兆
７
２
１
８
億
円
で
、

15
年
度
比
０
・
４
％
の
増
で
す
。

軍
事
費
は
、
第
２
次
安
倍
政

権
発
足
以
来
４
年
連
続
の
増
額

で
、
５
兆
５
４
１
億
円
（
15
年

度
比
７
４
０
億
円
増
）
と
最
高

額
を
更
新
し
て
い
ま
す
。

こ
こ
に
は
ス
テ
ル
ス
戦
闘
機

Ｆ
35
、
オ
ス
プ
レ
イ
、
新
型
空

中
給
油
機
、
滞
空
型
無
人
機
な

ど
、
米
国
製
の
高
額
兵
器
が
多

数
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

米
軍
へ
の
「
思
い
や
り
予
算
」

は
15
年
度
比
21
億
円
増
の
１
９

２
０
億
円
と
な
り
ま
し
た
。

中
小
企
業
予
算
は
12
年
度
以

来
の
減
額
で
、
１
８
２
５
億
円

と
「
思
い
や
り
予
算
」
よ
り
も

低
い
額
で
す
。

軍
事
費
が
増
大
す
る
一
方
、

教
育
や
地
方
財
政
な
ど
暮
ら
し

に
密
着
し
た
予
算
は
軒
並
み
15

年
度
に
比
べ
て
減
り
ま
し
た
。

内
部
留
保
は
３
０
０
兆
円
を

突
破
し
ま
し
た
が
、
国
民
の
所

得
や
消
費
は
実
質
で
み
れ
ば
３

年
前
を
下
回
っ
た
ま
ま
で
す
。

大
企
業
優
先
の
経
済
政
策
の

転
換
こ
そ
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。



ブログもごらんください 志村たかよしワールド 検索

ご
意
見
、
ご
要
望
な
ど
、
お
気
軽
に
ご
連
絡
く
だ
さ
い
（３
５
３
６
ー
６
３
０
９
）

自
衛
隊
と
米
軍
が
14
年
４
月
～
15
年

３
月
に
実
施
し
た
共
同
訓
練
・
演
習

（
日
米
双
方
が
参
加
し
た
多
国
間
共
同

訓
練
を
含
む
）
は
少
な
く
と
も
82
回
、

の
べ
１
２
６
５
日
間
に
達
し
て
い
ま
す
。

回
数
、
の
べ
日
数
と
も
に
過
去
最
多

で
、
日
数
は
３
年
連
続
の
最
多
更
新
。

戦
争
法
と
新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
日
米
軍

事
協
力
の
指
針
）
に
先
行
し
て
、
現
場

レ
ベ
ル
で
日
米
軍
事
一
体
化
が
急
速
に

進
む
実
態
が
浮
き
彫
り
に
な
り
ま
し
た
。

現
在
の
在
日
米
軍
関
係
経
費

の
内
訳
は
、
①
在
日
米
軍
駐
留

経
費
（
思
い
や
り
予
算
、
基
地

周
辺
対
策
費
、
基
地
交
付
金
、

土
地
の
賃
料
等
）
②
在
日
米
軍

再
編
経
費
（
辺
野
古
新
基
地
等
）

③
Ｓ
Ａ
Ｃ
Ｏ
（
沖
縄
に
関
す
る

特
別
行
動
委
員
会
）
関
係
経
費
、

か
ら
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
（
右

図
）
。

こ
の
大
部
分
は
、
日
米
安
全

保
障
条
約
上
、
日
本
の
支
払
い

義
務
が
な
い
の
で
す
。

テ
ロ
が
世
界
に
拡
散
し
て
い
ま
す
。

ど
ん
な
理
由
で
あ
れ
、
罪
の
な
い
人
々

を
無
差
別
に
殺
す
テ
ロ
は
許
せ
ま
せ
ん
。

同
時
に
、
戦
争
で
テ
ロ
は
な
く
せ
な
い

と
い
う
の
が
、
米
国
同
時
多
発
テ
ロ
以
降

の
14
年
間
の
教
訓
で
す
。

戦
争
法
に
よ
っ
て
Ｉ
Ｓ
（
イ
ス
ラ
ム
国
）

に
空
爆
を
行
う
米
軍
な
ど
へ
の
兵
た
ん
支

援
が
可
能
に
な
り
ま
し
た
。

日
本
は
す
で
に
、
米
国
主
導
の
対
Ｉ
Ｓ

有
志
連
合
に
名
を
連
ね
て
お
り
、
Ｉ
Ｓ
は

日
本
を
攻
撃
対
象
と
し
て
名
指
し
し
て
い

ま
す
。
そ
の
上
、
戦
争
法
で
軍
事
支
援
を

行
え
ば
、
国
民
が
テ
ロ
に
さ
ら
さ
れ
る
危

険
は
い
っ
そ
う
高
ま
り
ま
す
。

戦
争
法
廃
止
は
全
て
の
国
民
に
と
っ
て
、

差
し
迫
っ
た
課
題
に
な
っ
て
い
ま
す
。


